
独立行政法人 国立印刷局（特定） 
 
所在地  東京都港区虎ノ門２－２－４ 

電話番号 03－3582－4411 郵便番号 105－8445 

ホームページ http://www.npb.go.jp/ 

根拠法  独立行政法人国立印刷局法（平成 14 年法律第 41 号） 

主務府省 財務省理財局国庫課（国立印刷局分科会庶務）、大臣官房文書課（評

価委員会庶務） 

設立年月日 平成 15 年４月１日 

沿 革  明 4.7 大蔵省紙幣司 → 明 4.8 大蔵省紙幣寮 → 明 10.1 大蔵省紙幣局 → 明

11.12 大蔵省印刷局 → 明 31.11 印刷局(官報局と併合。内閣所管) → 大 13.12

内閣印刷局 → 昭 18.11大蔵省印刷局 → 昭 24.6大蔵省印刷庁 → 昭 27.8大蔵

省印刷局 → 平 13.1 財務省印刷局 → 平 15.4 独立行政法人国立印刷局 

目 的 １．銀行券の製造を行うとともに、銀行券に対する国民の信頼を維

持するために必要な情報の提供を行うこと等により、通貨制度の安定に寄

与すること。２．官報の編集、印刷及び普及を行い、並びに法令全書、白

書、調査統計資料その他の刊行物の編集、印刷、刊行及び普及を行うこと

等により公共上の見地から行われることが適当な情報の提供を図るととも

に、国債証券、印紙、郵便切手その他の公共上の見地から必要な証券及び

印刷物の製造を行うこと等によりその確実な提供を図ること。 

業務の範囲 １．銀行券の製造を行うこと。２．銀行券に対する国民の信頼

を維持するために必要な情報の提供を行うこと。３．官報の編集、印刷及

び普及を行うこと。４．法令全書、白書、調査統計資料その他の刊行物（電

磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識するこ

とができない方式で作られた記録をいう。以下同じ。）を含む。）の編集、

印刷若しくは作成、刊行又は普及を行うこと。５．国債証券、印紙、郵便

切手、郵便葉書、旅券その他の公共上の見地から必要な印刷物（電磁的記

録を含む。）の製造又は印刷を行うこと。６．前各号の業務に関し、調査、

試験、研究又は開発を行うこと。７．前各号の業務に附帯する業務を行う



こと。 

○ 前項の業務のほか、すき入紙製造取締法（昭和 22 年法律第 149 号）第

２項の規定に基づき、同項の調査を行う。 

○ 前二項の業務のほか、これらの業務の遂行に支障のない範囲内で、次

の業務を行うことができる。①外国政府、外国の地方公共団体、外国の中

央銀行、国際機関その他これらに準ずるものの委託を受けて、当該外国政

府等の銀行券、国債証券、印紙、郵便切手、郵便葉書、旅券その他の印刷

物（電磁的記録を含む。）の製造又は印刷を行うこと。②前号の業務に関し、

調査、試験、研究又は開発を行うこと。 

財務及び予算の状況 

＜資本金＞ １６８，７０５百万円 

＜国有財産の無償使用＞ なし 

＜予算計画＞                      （単位：百万円） 

 
区   別 

中期計画予算 

（平成 25～29 年度） 
平成 25 年度予算 

収 

 

入 

業務収入 

その他の収入 

計 

347,571 

 3,718 

351,289 

68,662 

 2,060 

 70,722 

支 

 

出 

業務支出 

人件費支出 

原材料支出 

その他業務支出 

施設整備費 

計 

288,595 

191,392 

29,424 

   67,779 

 67,761 

356,356 

 57,162 

   37,693 

    5,757 

   13,712 

  17,000 

 74,162 

＜短期借入金の限度額＞ ２０，０００百万円 



組織の概要 

＜役員＞ （理事長・定数１人・任期２年）氏兼 裕之 （理事・定数４人・

任期２年）、大久保 修身、井上 滿夫、大槻 博志、小山 茂 （監事・定数

２人・任期２年）櫻井 博之、望月 純 

＜職員数＞ ４，６５８人（常勤職員４，２８３人、非常勤職員３７５人） 

＜組織図＞  
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中期目標 

 

Ⅰ．中期目標の期間 

 印刷局の本中期目標の期間は平成 25年 4月 1日から平成 30年 3月 31日まで

の 5年間とする。 

 

Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項 

 印刷局は、基幹業務である銀行券の製造について、財務大臣が定める製造計

画により製造数量が決められていることもあり、自らの裁量により製造目標や

納入先を決定する余地が無いなど民間企業とは異なる側面を有している。しか

しながら、そうした制約の下にあっても、でき得る限り民間企業的な経営手法

を導入し、効率的かつ効果的な業務運営を推進することにより、銀行券の製造

コストを引き下げる必要がある。 

事業全体の効率的かつ効果的な業務運営を推進するに当たっては、特定独立

行政法人として業務を行っていることを踏まえ、業務の質を確保しつつ、その

運営の効率性・自律性を高めることに注力するとともに、経費縮減や国民負担

の軽減を図るものとする。また、偽造防止上の問題点や受注条件に影響を及ぼ

さないよう配意しつつ、固定的な経費の算定過程や削減の達成状況を第三者が

検証できるよう、情報開示の充実に努めるものとする。 

 

１．事務及び事業の見直し 

   印刷局は、経費削減の程度及び経営上の判断に必要な指標を設定するとと

もに、以下の措置を講ずるものとする。 

 

（1）経費削減に向けた取組 

一般管理費及び事業費については、これまでの削減実績を踏まえつつ、よ

り一層の効率化を図る観点から具体的な目標を設定することとし、以下の取

組を行うものとする。 

① 本中期目標期間における経費削減の程度及び経営上の判断に必要な指

標として、引き続き、法人全体及び工場別の経費削減目標を設定するとと

もに、本局及び研究所についても経費削減に努め、業務の効率化及び生産

性の向上を図る。 

 ② 業務運営の効率化による採算性確保の状況や財務状況の健全性を示す

指標として「経常収支率」を設定しているところであるが、更なる効率化

を推進するため、新たに具体的な目標設定を行う。 

なお、基幹業務である銀行券の製造に係る経費については、毎年度、国が



定める製造計画により左右されるものであるが、原価管理システムの円滑な

運用を行い、厳格かつコスト意識を持った原価管理に一層努め、可能な限り、

変動費についても個々の費目特性に応じたコスト縮減が図られるよう、努め

るものとする。 

 

（2） セキュリティ製品事業における取組 

セキュリティ製品事業は、引き続き、国民生活の安定等に不可欠な事業

として確実に実施していくものとする。また、偽造防止技術を高度化するた

め、各種製品や外国紙幣の受注の機会等を捉えて、新技術の耐久性、量産性

等を含めた検証・確認の充実に努めつつ、確実かつ機動的な製造管理体制の

維持・向上を図るものとする。 

 

（3）情報製品事業における取組 

情報製品事業については、製品ごとの公共性や民間の参入動向を踏まえつ

つ、公共上の見地から必要な事業として、引き続き、情報管理を徹底すると

ともに、迅速かつ確実な製造体制の維持・向上を図り、国の要請にも的確か

つ柔軟に対応し、実施していくものとする。  

また、行政情報の電子化の流れや更なる利用者サービスの強化等の観点か

ら、官報に掲載される情報等の提供のあり方について検討を行うものとする。 

なお、原則として官公庁等の一般競争入札による受注・製造は、引き続き、

行わないものとする。 

 

（4）その他業務の見直し 

  ① 診療所の管理運営の効率化 

     各工場に設置されている診療所の管理運営については、不測の事態が生

じた場合においても適切な応急措置等が可能となる体制を維持しつつ、更

なる効率化を図るものとする。 

 

  ② 輸送業務・警備業務 

     製品等の輸送業務及び工場等の警備業務については、セキュリティの向

上を図りつつ、外部委託の拡大を検討するものとする。 

 

２．組織の見直し 

（1） 虎の門工場印刷機能の移転 

虎の門工場については、印刷機能の滝野川工場（北区）への移転が、官

報等の製造及び納入等の業務に支障が生じないよう、円滑な実施に努めるも



のとする。 

 

（2） 人件費の削減 

人件費の削減については、政府における総人件費削減の取組を踏まえ、適

宜見直しを行うものとする。 

 

（3） 職員宿舎の廃止・集約化 

山の手線内の宿舎については廃止・集約化するとともに、その他の宿舎

についても、必要性を厳しく見直し、削減に向けた取組を進めるものとする。 

 

３．保有資産の見直し 

印刷局が保有する資産については、以下の措置を講ずるほか、本中期目標

期間においても、効率的な業務運営が担保されるよう、不断の見直しを行う

ものとし、見直しの結果、遊休資産が生ずる場合には将来の事業再編や経営

戦略上必要となるものを除き、国庫への貢献を行うものとする。 

 

  (1) 虎の門工場敷地の適切な処分 

      虎の門工場印刷機能の滝野川工場への移転後の資産処分について、当該

敷地を含む再開発事業の進捗を踏まえつつ、国庫納付の検討を行うものと

する。 

 

(2) 政府刊行物サービス・センター等の適切な処分 

      前中期目標期間終了時までに廃止することとした政府刊行物サービス・

センター並びに西ヶ原第2敷地について、国庫納付の検討を進めるものとす

る。 

 

  (3) 東京病院敷地の適切な処分 

   前中期目標期間に移譲することとした東京病院の敷地について、速やか

な国庫納付を行うものとする。 

 

（4） 廃止宿舎の適切な処分 

職員宿舎の見直しに伴い廃止することとした宿舎について、速やかに国

庫納付の検討を行うものとする。 

  

（5） 小田原工場に隣接する施設に係る検討 

   小田原工場に隣接する体育館及び厚生館について、小田原市の防災拠点



施設等と位置付けられていることに配意しつつ、これら施設の保有の必要

性や有効活用についての検討を行うものとする。 

 

４．リスク管理及びコンプライアンスの確保 

    印刷局は、国民生活の基盤となる銀行券の製造や徹底した情報管理が求め

られる官報業務等を実施している法人であることから、リスク管理を徹底し、

内部統制を強化するとともに、職員に対するコンプライアンスに関する研修

の実施、監事による監査体制の強化等、コンプライアンスの確保に一層積極

的に取り組むものとする。 

  また、国家機密としての性格を有する偽造防止技術について、カウンター

インテリジェンス（情報防衛）的な観点も含めた情報管理を徹底し、秘密情

報の厳正な管理を行うとともに、製品の保管管理・数量管理等の徹底及び警

備体制の維持・強化を図るほか、情報セキュリティ対策についても、政府の

方針を踏まえつつ、内部規程を遵守し、適切な対策を講じることとする。 

  さらに、事業継続に係る計画を策定するとともに、不測の災害が生じた場

合に適切な対応を行うことができるよう、訓練を実施するものとする。 

 

５．その他の業務全般に関する見直し 

    上記１．から４．に加え、業務全般について、以下の取組を行うものとす

る。 

(1) 給与水準に関する取組 

給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、引き続き、

ラスパイレス指数による比較等を行い、適正な水準の維持に向けて取り組

むとともに、その状況を公表する。 

 

  (2) 随意契約等の見直し 

      契約については、偽造防止上の観点に配意しつつ、引き続き、原則とし

て一般競争入札等によるものとし、また、随意契約等の適正化、競争性及

び透明性の確保を推進するため、以下の取組を行うものとする。 

① 印刷局の「随意契約等見直し計画」に基づく取組を着実に実施すると

ともに、その取組状況を公表すること。 

②   競争性のある契約のうち、特に企画競争や公募を行う場合は、競争性、

透明性が十分確保される方法により実施すること。 

また、契約監視委員会による点検を徹底するとともに、監事及び会計

監査人による監査において、入札・契約の適正な実施についてチェック

を受けるものとする。 



 

(3)  業務・システムの最適化計画の実施 

       業務運営の効率化を図るため、「国立印刷局ネットワークシステムの業

務・システム最適化計画」に基づきシステムの機能性・利便性を向上させ

る等、更なる取組を行うものとする。 

 

（4） 公益法人等への会費支出の見直し 

   公益法人等への会費支出については、適正化・透明性を強化する観点か

ら、着実に見直しを行うとともに、支出内容については、公表するものと

する。 

 

Ⅲ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

１．通貨行政への参画 

  (1) 銀行券の動向に関する調査と銀行券に関する企画 

    印刷局は、通貨制度の安定に寄与するため国内外における銀行券の動向

について調査を行う。また、印刷技術の向上や物価状況等の社会経済情勢

の変化を見据え、銀行券の種類、様式等に関する改善や目の不自由な人も

安心して使用できる工夫について、偽造防止技術の高度化、識別容易性及

び利便性の追求、製造時の環境への影響、国内外において通用する卓越し

たデザイン等、国の政策的な観点から必要とされる特性も考慮の上、財務

省との連携を強化しつつ、不断に検討を行うものとする。 

 

  (2) 偽造防止技術等の効率的かつ効果的な研究開発等 

印刷局は銀行券について、次期改刷も踏まえつつ、独自の偽造防止技術の

高度化、製造工程の効率化、製紙・印刷技術の高度化のために必要な研究開

発を確実に実施するとともに、効率的かつ効果的な研究開発の推進に努める

ものとする。 

また、研究開発の実施に際しては、事前、中間、事後の評価を更に徹底す

るとともに、その結果を踏まえ研究開発計画の必要な見直しを行い、研究開

発の質の向上に努めるものとする。 

 

(3) 海外当局との情報交換、通貨の真偽鑑定等 

国際的な広がりを見せる通貨偽造に対抗していくため、財務省と一体と

して、引き続き、国内外の通貨関係当局及び捜査当局等と積極的に情報交換

を行い、偽造の抑止を図る。また、通貨偽造事件に際しては、迅速かつ確実

な真偽鑑定を行うべく、実施体制の維持・強化を図るとともに、緊急改刷へ



の対応も想定しつつ、国内外当局等との連携強化に努めるものとする。 

 

(4) 銀行券の信頼の維持等に必要な情報の提供 

銀行券への信頼維持のためには、銀行券の特徴など、銀行券に係る情報

が実際に使用する国民にわかりやすく提供されるとともに、必要に応じて現

金取扱機器の製造業者等に対し機密保持に配慮したうえで的確な情報が提

供される必要がある。 

      このため、印刷局は、通貨関係当局と連携し、これらに必要な情報提供

の充実に努めるものとする。 

 

(5) 国際対応の強化 

      国際的な課題に対応し、積極的な国際協力を行うことなどにより、通貨

行政や銀行券の製造等について国際的な水準を維持していくものとする。 

 

(6) デザイン力等の強化 

      銀行券のデザイン及び製品設計は、（1）に記載した観点から銀行券の最

も重要な要素の一つであり、通貨に対する信頼や我が国のイメージの向上

につながるよう、デザイン力等の強化に一層努めるものとする。 

 

２．銀行券の製造等 

（1） 銀行券の製造 

印刷局は銀行券の製造について、以下の取組を行うものとする。 

①  製造体制の合理化、効率化を図るため、投資効果を勘案しつつ高機能設

備の導入及び更新等を行い、財務大臣の定める銀行券製造計画を確実に達

成すること。 

② 緊急の場合を含め当初予見し難い製造数量の増減などによる製造計画の

変更にも対応できる柔軟で機動的な製造体制を構築すること。 

③ 効率的に高品質で均質な銀行券を製造すべく製造工程における損率の改

善に努めるとともに品質管理を徹底すること。 

（注）損率とは、製紙工程中の投入重量に対する減少重量の比率及び印刷工程

中の本紙枚数に対する損紙枚数の比率をいう。 

 

（2） 外国政府等の紙幣等製造の受注に向けた取組 

   印刷局は、偽造防止技術を中心とした製造技術やデザイン力等の維持・

向上及び国際協力を図る観点から、新興国等の国づくり支援として、相手

国の意向を踏まえ、国内銀行券の製造等の業務の遂行に支障のない範囲内



で、通貨関係当局等との緊密な連携の下、外国政府等の紙幣等製造及び製

造技術協力の実施に向けて取り組むこととし、そのために必要な体制を構

築するものとする。 

 

３．旅券、印紙等の製造等 

    銀行券以外のセキュリティ製品についても、製品ごとの特性を踏まえ、「２.

銀行券の製造等」と同様の取組を行うものとする。 

 

４．官報、法令全書等の提供等 

印刷局は、公共上の見地から必要とされる官報に掲載される情報等につい

て、行政情報の電子化等の流れも踏まえ、より効率的かつ効果的な国民への

提供の在り方を検討するものとする。 

なお、製造等にあたっては、情報管理を徹底するとともに、各官庁が円滑

に政策を実行できるよう、その要請への柔軟な対応に努めるほか、官報原稿

の電子入稿の推進及び訂正記事箇所数の引下げに努めるものとする。 

 

Ⅳ．財務内容の改善に関する事項 

    印刷局は、標準原価計算方式による原価管理について、差異分析結果を適

切に反映させるなど、収支を的確に把握しつつ、業務運営の更なる効率化に

努め、本中期目標期間内についても採算性の確保を図るものとする。 

また、事業全体について、上記「Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項」で

設定する指標を用いて、本中期目標期間の具体的な目標を設定し、その確実

な実施に努めるものとする。 

    これらを通じて、経営環境の変化等で銀行券等の製造数量が急速に落ち込

んだ場合などにおいても、円滑な業務運営が行えるよう財務体質の強化を図

るものとする。 

    さらに、財務内容について、引き続き、偽造防止上の観点や受注条件に影

響を及ぼさないよう配意しつつ、でき得る限り民間企業で行われているもの

と同等の内容の情報開示を行うものとする。 

 

Ⅴ．その他業務運営に関する重要事項 

１．人事に関する計画 

    印刷局は、業務運営の効率化及び業務の質の向上に関する目標の達成を図

るため、職員の資質の向上のための研修及び確実かつ効率的な業務処理に則

した人事に関する計画を定め、それを着実に実施するものとする。 

  なお、個々の職員が誇りと使命感を持ち、高い職業意識の中で職務を遂行



することができるよう、努めるものとする。 

 

２．施設、設備に関する計画 

    印刷局は、銀行券及びその他の製品の製造を確実かつ効率的に行うために

必要な高機能設備の導入及び更新等に関する計画を定め、実施するものとす

る。 

計画の実施に際しては、投資効果及び投資の妥当性等について厳格な事前

審査を実施するとともに、審査結果に基づき必要な計画の見直しを行うなど、

効果的かつ効率的な施設整備に努めるものとする。また、審査結果等を踏ま

えた投資状況については、偽造防止上の観点に配意しつつ、情報開示に努め

るものとする。 

 

３．職場環境の整備に関する計画 

    職員の安全と健康の確保は、効率的かつ効果的な業務運営の基礎をなすも

のである。このため印刷局は、安全衛生関係の法令を遵守するのみならず、

安全で働きやすい職場環境を整備するための計画を定め、それを着実に実施

するものとする。 

 

４．環境保全に関する計画 

    印刷局は、製造事業を営む公的主体として模範となるよう、地球温暖化な

どの環境問題へ積極的に貢献する観点から、引き続き、ISO14001 認証の維持

及び更新を図るとともに、環境保全に係る指標設定の検討を行うものとする。 

 



（単位：円）

Ⅰ 流動資産
現金及び預金 32,209,913,681
有価証券 ※１ 8,200,000,000
売掛金 2,404,991,563
製 品 4,810,304,538
半製品 2,285,368,898
原材料 1,559,427,543
仕掛品 6,319,128,295
貯蔵品 1,883,450,989
前渡金 599,110
前払費用 27,224,787
未収金 233,649,855

貸倒引当金 △ 293,310 233,356,545
未収収益 52,698,783

流動資産合計 59,986,464,732

Ⅱ 固定資産
１ 有形固定資産

建 物 56,207,820,530
減価償却累計額 △ 22,735,805,682
減損損失累計額 △ 2,016,097,037 31,455,917,811

構築物 3,137,667,763
減価償却累計額 △ 1,860,247,498
減損損失累計額 △ 41,048,905 1,236,371,360

機械装置 66,373,688,785
減価償却累計額 △ 46,164,674,800
減損損失累計額 △ 168,634,029 20,040,379,956

車両運搬具 365,298,699
減価償却累計額 △ 286,350,452 78,948,247

工具器具備品 5,817,586,885
減価償却累計額 △ 4,689,083,450
減損損失累計額 △ 5,652,629 1,122,850,806

土 地 168,031,807,560
減損損失累計額 △ 140,054,000 167,891,753,560

建設仮勘定 4,231,957,123
有形固定資産合計 226,058,178,863

２ 無形固定資産
特許権 68,714,468
ソフトウェア 1,658,534,760
ソフトウェア仮勘定 926,200,600
産業財産権仮勘定 52,058,782
その他 4,671,156

無形固定資産合計 2,710,179,766
３ 投資その他の資産

投資有価証券 ※１ 7,997,079,104
長期性預金 22,400,000,000
長期未収金 91,001,747

貸倒引当金 △ 2,447,402 88,554,345
賃貸資産 343,152,000
その他 2,024,750

投資その他の資産合計 30,830,810,199
固定資産合計 259,599,168,828

資産合計 319,585,633,560

科 目 金 額

貸 借 対 照 表

（平成25年3月31日）

（資産の部）

【独立行政法人国立印刷局】



（単位：円）
科 目 金 額

貸 借 対 照 表

（平成25年3月31日）

Ⅰ 流動負債
買掛金 654,251,304
未払金 7,974,875,774
国庫納付未払金 1,973,866
未払費用 278,037,738
未払消費税等 121,511,600
預り金 253,337,171
前受収益 13,146,340
賞与引当金 2,153,383,796

流動負債合計 11,450,517,589
Ⅱ 固定負債

長期国庫納付未払金 2,960,800
引当金

退職給付引当金 ※２ 78,024,663,375
役員退職手当引当金 11,407,200
環境安全対策引当金 1,570,269,857 79,606,340,432

資産除去債務 ※３ 157,782,118
その他 83,849,000

固定負債合計 79,850,932,350
負債合計 91,301,449,939

Ⅰ 資本金
政府出資金 168,705,312,150

Ⅱ 資本剰余金
資本剰余金 1,468,172,598
損益外減損損失累計額 △ 145,669,568

資本剰余金合計 1,322,503,030
Ⅲ 利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金 26,076,577,847
積立金 27,322,814,695
当期未処分利益 4,856,975,899
（うち当期総利益） （4,856,975,899）

利益剰余金合計 58,256,368,441
純資産合計 228,284,183,621

負債純資産合計 319,585,633,560

（負債の部）

（純資産の部）



（単位：円）

Ⅰ 売上高
製品売上高 60,269,978,543
公広告料収入 5,917,536,013 66,187,514,556

Ⅱ 売上原価
製品期首たな卸高 ※１ 4,065,279,550
当期製品製造原価 51,363,936,714

合 計 55,429,216,264
他勘定振替高 ※２ 326,386,159
製品期末たな卸高 ※１ 4,810,304,538 50,292,525,567

売上総利益 15,894,988,989

Ⅲ 販売費及び一般管理費
役員報酬 83,016,428
給与手当 2,497,899,044
雑 給 16,372,955
賞 与 696,995,110
退職給付費用 296,216,650
役員退職手当引当金繰入額 4,423,200
運送費 82,652,792
広告宣伝費 137,140,410
法定福利費 526,408,237
福利厚生費 14,658,134
旅費等交通費 168,329,630
通信費 31,939,195
消耗品費 320,198,236
光熱費 46,966,293
減価償却費 442,604,487
修繕費 41,249,714
保守点検費 143,348,857
保険料 17,296,304
賃借料 7,883,622
支払手数料 18,846,428
教育研修費 14,113,060
委託費 339,445,416
租税公課 61,445,768
会議費・交際費 823,274
研究開発費 ※３ 2,794,654,453
雑 費 2,929,031 8,807,856,728

営業利益 7,087,132,261

Ⅳ 営業外収益
受取利息 91,863,985
有価証券利息 192,173,777

科 目 金 額

損 益 計 算 書

（平成24年4月1日～平成25年3月31日）



（単位：円）
科 目 金 額

損 益 計 算 書

（平成24年4月1日～平成25年3月31日）

受取賃貸料 42,567,765
病院収入  1,819,525,070
その他の営業外収益 390,941,008 2,537,071,605

Ⅴ 営業外費用
貸与資産費用 2,692,300
固定資産除却損 ※４ 236,842,472
病院費用 2,422,602,264
その他の営業外費用 22,859,844 2,684,996,880

経常利益 6,939,206,986

Ⅵ 特別損失 ※５
減損損失 2,082,231,087

当期純利益 4,856,975,899
当期総利益 4,856,975,899




